
郵便番号

住　　所

氏　　名

ｋｌ

293 台

ｔ－CO2

メールアドレス

　　　（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

※
受
付
欄

※
特
記
事
項

 ※事業者番号

連 絡 先

担当部署
担 当 部 署 名

所 在 地

電話番号

ＦＡＸ番号

主 た る 事 業
の 内 容

建設機械器具のレンタル、鉄鋼製品の販売、情報関連機器のレンタル

事 業 者 の 規 模

原油換算エネルギー使用量

自動車の台数

エネルギー起源の二酸化炭素
以外の温室効果ガスの排出の量

主 た る 事 業
の 業 種

大分類 Ｋ 不動産業， 物品賃貸業 

中分類 70 物品賃貸業

該 当 す る 事 業 者
の 要 件

規則第４条第１号該当事業者

規則第４条第２号該当事業者

規則第４条第３号該当事業者

規則第４条第４号該当事業者

上記以外の事業者（任意提出事業者）

主 た る 事 務 所
又は事業所の所在地

川崎市川崎区大川町1番1号

株式会社　カナモト

（あて先）川崎市長

060-0041

北海道札幌市中央区大通東三丁目1番地19

株式会社　カナモト

　川崎市地球温暖化対策の推進に関する条例第１０条第１項の規定により、次のとおり提出します。

事 業 者 の 氏 名
又 は 名 称

代表取締役　金本　哲男

第３号様式

（第１面）

事業活動地球温暖化対策結果報告書



（第２面）

計 画 期 間 及 び 報 告 年 度 2019 年度　～ 2021 年度 （報告年度 2020  年度分）

温室効果ガスの排出の量の
削減目標の達成状況及び温
室効果ガスの排出の量

温室効果ガスの排出の量の
削減目標を達成するための
措置の実施状況

他の者の温室効果ガスの排
出の抑制等に寄与する措置
の実施状況

その他地球温暖化対策の推
進への貢献に係る事項

備　　　考

備考 １　欄内にすべてを記載できない場合は、別紙により提出してください。
　 　２　□のある欄は、該当する□内にレ印を記載してください。
　　 ３　報告書には、事業活動地球温暖化対策指針に定める資料を添付してください。
　　 ４　※印の欄は記入しないでください。
　　 ５　氏名（法人にあっては、その代表者)を記載し、押印することに代えて、本人（法人にあって
        は、その代表者）が署名することができます。

別添　指針様式第２号のとおり

別添　指針様式第２号のとおり

別添　指針様式第２号のとおり

別添　指針様式第２号のとおり



指針様式第２号　　　　　　　　　（第１－２面）

２　温室効果ガスの排出の量の削減目標の達成状況（第３号該当者等）

 (１) 計画期間における温室効果ガスの排出の量等の状況

　 ア　温室効果ガスの排出の量

基準年度 第１年度 第２年度 第３年度

（ 2018 年度） （ 2019 年度） （ 2020 年度） （ 年度）

（実） 1,632 （実） 959 （実） 832 （実） （実） 1,500

（調） 1,632 （調） 959 （調） 832 （調） （調）

（実） 41.2 ％ （実） 49.0 ％ （実） ％ （実） 8.1 ％

（調） 41.2 ％ （調） 49.0 ％ （調） ％ （調） ％

　 イ　温室効果ガスの排出の量に係る原単位等の値（任意記載）

基準年度 第１年度 第２年度 第３年度

（ 2018 年度） （ 2019 年度） （ 2020 年度） （ 年度）

％ ％ ％ ％

　 ウ　計画期間の温室効果ガスの排出の量の状況等についての説明

第１年度

第２年度

第３年度

 (２) 温室効果ガスの排出の量の状況（全社目標）（任意記載）

削 減 率

原単位等の単位

排出量原単位
等 の 値

排 出 量
（ｔ-CO2）

計画期間における排出量増減等の評価
（第３年度の報告時に記載）

上記評価を踏まえた改善対策など
（第３年度の報告時に記載）

二酸化炭素排出量が基準年度比49.0％減少しております。
新型コロナウイルスの影響により全体的にレンタカーの稼働が少なかった事が大きな要
因となります。
また、古い車両の減少及び低燃費車両の導入も影響しております。

排出量原単位
等 の 削 減 率

車両台数が341台→315台へ26台減少し、走行距離も減ったため
尚、低燃費車両の導入及び古い車両の減少に伴い、二酸化炭素排出量は基準年度比
41.2%減少しました。

活 動 量 の 値

目 標 排 出 量

原 単 位 の 活 動 量

目標とした値

-



指針様式第２号　　　　　　　　　　（第２面）

３　温室効果ガスの排出の量の削減目標を達成するための措置の実施状況

 (１) 措置の実施状況

（各年度において、計画に記載がない装置を実施した場合は、実施した内容の最後に（追加実施）と記載してください。）

計　画

第１年度

第２年度

第３年度

１．全従業員を対象にエコドライブの徹底、社有車のハイブリッド車導入検討
２．営業所内の照明のＬＥＤ化
３．積極的な再生紙の利用
４．レンタル車両として低燃費車・ハイブリッド車の導入検討

１．全従業員を対象にエコドライブの徹底、社有車のハイブリッド車導入検討
２．営業所内の照明のＬＥＤ化
３．積極的な再生紙の利用
４．レンタル車両として低燃費車・ハイブリッド車の導入検討

１．全従業員を対象にエコドライブの徹底、社有車のハイブリッド車導入検討
２．営業所内の照明のＬＥＤ化
３．積極的な再生紙の利用
４．レンタル車両として低燃費車・ハイブリッド車の導入検討

計画期間における取組の評価
（第３年度の報告時に記載）



指針様式第２号　　　　　　　　　　（第３面）

 (２) 再生可能エネルギー源等の利用等

　 ア　前年度における再生可能エネルギー源等の利用に係る検討状況

（追加検討を実施した場合は「〇」、追加の検討を実施していない場合は「×」を記載してくだ

さい。また、追加検討を実施した場合はその結果を記載してください。）

追加検討
の 有 無

×

×

×

×

その他（ ）

その他（ ）

　 イ　再生可能エネルギー源等を利用した設備の導入状況・計画及び再生可能エネルギー源等の

価値の保有状況・計画

 (３) 前年度に実施したエネルギーの効率的な利用を図るための設備等の導入状況
（追加導入がある場合は「〇」、追加導入がない場合は「×」を記載してください。）

追加導入の有
無

追加導入の有無

×

× その他（ ）

× その他（ ）

設備等の種類

エネルギー管理システム
（FEMS、BEMS等）

再生可能エネルギー源
等 の 種 類

太 陽 光

風 力

バ イ オ マ ス

未 利 用 エ ネ ル ギ ー

種類 導入(保有)年度

検　討　結　果

概要(規模、場所など)

設備等の種類

電気自動車等への充電設備

電気自動車等から建物等への給電
設備

EV、PHV、FCV



指針様式第２号　　　　　　　　　　（第４面）

４　他の者の温室効果ガスの排出の抑制等に寄与する措置の実施状況

（各年度において、計画に記載がない措置を実施した場合、実施した内容の最後に（追加実施）と記載してください。）

計　画

なし

第１年度

なし

第２年度

なし

第３年度

５　その他、地球温暖化対策の推進への貢献の実施状況

（各年度において、計画に記載がない措置を実施した場合、実施した内容の最後に（追加実施）と記載してください。）

計　画

なし

第１年度

なし

第２年度

なし

第３年度



指針様式第２号　　　　　　　　　　（第６面）

７　基準年度からの温室効果ガスの排出の量等の推移（３号該当者等）

 (１) 自動車に係る温室効果ガスの排出量等

t-CO2 t-CO2 t-CO2 t-CO2

台 台 台 台

 (２) 車両の内訳

ア　車両の種別

台 台 台 台

台 台 台 台

台 台 台 台

台 台 台 台

台 台 台 台

台 台 台 台

 イ　燃料の種別

台 台 台 台 - ％

台 台 台 台 - ％

2 台 台 台 台 0.7 ％

台 台 台 台 - ％

台 台 台 台 - ％

台 台 台 台 - ％

115 台 台 台 台 33.4 ％

122 台 台 台 台 42.7 ％

台 台 台 台 - ％

台 台 台 台 - ％

102 台 台 台 台 23.2 ％

※ 低燃費車とは、「エネルギーの使用の合理化に関する法律」に基づき定められた燃費基準
 　（トップランナー基準）を早期達成している自動車をいう。

温 室 効 果 ガ ス 排 出 量

低
燃
費
車

97

次
世
代
自
動
車

電気自動車

ﾌﾟﾗｸﾞｲﾝﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ
自動車

基準年度 最新年度
の比率

22

88

第１年度 第２年度

85 68

第３年度

台数 台数 台数

131 125

98

台数

113

72 77 74

18

115 105

基準年度 第１年度 第２年度 第３年度

1,632 959

293車 両 の 台 数

普通貨物自動車

小型貨物自動車

大型バス

マイクロバス

乗用自動車

特種自動車

ハイブリッド自動車

燃料電池自動車

天然ガス自動車

その他

ガソリン自動車
（上記を除く）

ディーゼル自動車
（上記を除く）

ＬＰＧガス車

その他（上記を除く）

上記以外

832

19 20

341 315

135 113

基準年度 第３年度第１年度 第２年度


